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はじめに
戦後、わが国は米国の強い影響下で法制度を整備してきた。租税法においては、昭和24年(1949
年)の『シャウプ勧告』を受けた昭和25年 (1950年)の『シャウプ税制.1(シャウプ勧告は昭和25年
(1950年)にもなされており、こちらは『第二次シャウプ勧告』と言われる。)がその代表例の一つ
である。
しかし、戦後わが国を間接的に統治した連合国総司令部 (GHQ)においても税制の専門家(シャ
ベル氏)が派遣されており、昭和22年度税制改正において、シャベル氏の強い指導の結果、わが国
所得税法に申告納税制度が導入されたという事実がある。
その後、昭和27年 (1952年)にサンフランシスコ講和条約が発効したことにより、わが国が主権
を回復し、諸外国との間で条約の締結が可能になった。日米租税条約は、「・・-従来まで租税条約
を締結した例はなかったのであるが、(中略)差し当たり経済上及び政治上において最も緊密な関係
があると認められる米国との聞にまずこれを締結すべきことが要望されたのである。J1)という経
緯により、最初の租税条約を米国との間で締結することとされた。
わが国にとっての最初の租税条約である日米租税条約は、昭和29年(1954年)4月16日に日米所
得税条約(所得税及び法人税に関するもの)と日米相続税条約(相続税及び贈与税に関するもの)
がワシントンにおいて署名された(それぞれ昭和30年 (1955年)4月1日に発効)。本稿では日米所
得税条約を日米租税条約として議論を進める。
日米租税条約は、 2度の全面改正と複数の一部改正を経て現在に至っている。現行の日米租税条
約は、平成15年 (2003年)11月に署名され、平成16年 (2004年) 3月に発効しているが、その後の
社会経済情勢の変化を受けて、平成25年 (2013年)1月24日にその一部が改正される議定書(以下、
「平成25年改正議定書」という。)がワシントンにおいて署名された。執筆日現在、わが国は批准手
1)志場喜徳郎「日米租税条約についてJrジュリストJ57号 0954年)17頁を参照。
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続のための両議院において審議が無事に終了し、平成25年6月17日に参議院において承認されたこ
とから、圏内の手続が終了している。米国連邦議会の承認が行われた後に両国間で公文の交換が行
われ、その後発効することになる。
本稿は、日米租税条約の改正の経緯を公開資料等により紹介し、これがわが国国際租税法に与え
た影響について概観することにより、日米租税条約がわが国国際租税法に大きな影響を与えたこと
を示すことを目的とする。そして、平成25年改正議定書に関連する最新の状況を概説することによ
り、もはや日本の租税条約が米国との関係だけでなく、 OECDモデル条約というグローパルスタン
ダードを中心に成り立っている現状を示すこととしたい。
ここで簡単に結論を書くと、次のことを言うことができるのではないかと考えられる。
(1)昭和29年の第一次日米租税条約の署名以降、日米条約はわが国租税条約締結ポリシ}の歴史
的変遺の節目になってきたことである。
( 2 )また、これを受けて国際税務に関する税制改正を行った。たとえば、昭和29年の第一次日米
租税条約交渉の過程で囲内法の整備(外国税額控除制度の整備(昭和28年))が行われている。
(3 )上の2つは、第二次日米租税条約および第三次日米租税条約については、少なからずあては
まったということができる。
(4 )しかし、平成25年改正議定書の内容を見ると、それが必ずしも日本の新たな租税条約締結ポ
リシーを示したということはできず、また平成25年度税制改正のうち同議定書の影響を受けた
ものは見当たらない。
(5 )今後、日米租税条約は先進国との租税条約のーっという位置付けとなり、わが国はOECDモ
デル租税条約に基づいて各国との間で新規締結および改正を行うことになろう。しかし、
OECDモデル条約は、 OECD加盟国における妥協の産物という側面を持つことから、わが国と
して100%受け入れられるものではない。結局、わが国は羅針盤のないまま国際的な社会経済
情勢の変化に適応せざるを得ないことになると考えられる。
以下に日米租税条約の締結・改正状況を示す。
表1一日米租税条約の締結・改正状況
署名 日 発効 日
第一次日米租税条約(原条約) 1954. 4.16 1955. 4. 1 
第一次改正議定書(一部改正) 1957. 3.23 1957. 9. 9 
第二次改正議定書(一部改正) 1960. 5. 7 1964. 9. 2 
第二次改正議定書(一部改正) 1962. 8.14 1965. 5. 6 
第二次日米租税条約(全面改正) 1971. 3. 8 1972. 7. 9 
第三次日米租税条約(全面改正) 2003.11. 6 2004. 3.30 I 
平成25年改正議定書(一部改正) 2013. 1.24 
{出典:平成25年版租税条約関係法規集(清文社)、外務省HPより筆者作成)
注)平成25年改正議定書は、執筆日現在未だ発効していない。
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1.租税条約の役割
(1)総論
財務省のウェブサイトによると、租税条約の意義について次のように記載されている 2)。
租税条約は、二重課税の回避、脱税及び租税回避等への対応を通じ、二国間の健全な投資・経
済交流の促進に資するものである。
租税条約には、国際標準となる iOECDモデル租税条約」があり、 OECD加盟国を中心に、租
税条約を締結する際のひな型となっている。加盟国である我が国も、これに沿った規定を採用し
ている。
また、同サイトには、 OECDモデル租税条約の主な内容について、次のように記載されている 3)。
[OECDモデル租税条約の主な内容1
O 二重課税の回避
-源泉地図(所得が生ずる国)の課税できる所得の範囲の確定
一 事業所得は、支庖等の活動により得た所得のみに課税
一 投資所得(配当、利子、使用料)は、税率の上限を設定
.居住地国における二重課税の排除方法
一 外国税額控除等
・税務当局間の相互協議(仲裁を含む)による条約に適合しない課税の解消
O 脱税及び租税回避等への対応
・税務当局間の納税者情報(銀行機密を含む)の交換
.租税に関する徴収共助
ちなみに、日米租税条約の正式名称は、「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防
止のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の条約」である。名称、が示すように、従来から
租税条約の目的は、
イ.所得税・法人税等の所得を課税標準とする租税の国際的二重課税の回避、
ロ.これらの税の脱税の防止、
の二つであると説明されている。
なお、経済のグローパル化が進展してくると、大企業だけでなく、個人や中小零細企業において
も経済活動が国境を越えることになる。米国との間でいえば、日本から対米投資等を行う内国法人、
居住者(個人)等に対する米国での課税関係、また、逆に米国から対日投資等を行う米国法人、米
国居住者(個人)等に対するわが国での課税関係に一定の配慮をすることで、両国間の投資や経済
交流を促進させることが必要になってくる。
2)財務省ウェプサイト http://www.mof.go担/tax_policy/ summary /international/l81.htmを参照。
3)向上。
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このように、租税条約を締結することは国際間の投資および経済活動を活発化させる一助になる。
その意味で、今後も租税条約網を整備することは、日本経済にとって重要なこととなる。
( 2 )国際的二重課税の回避4)
租税条約は、第一次世界大戦後の1920年、国際商業会議所が国際的な事業活動が行われることに
より生じる国際的二重課税を回避することを国際連盟に要望したことを奇貨として、当時の国際連
盟財政委員会で議論が開始されたことで大きく発展した。 1920年代には、既に二国間モデル租税条
約が策定されており、その後第二次大戦後には、経済協力開発機構 (OECD)が先進国同士のモデル
条約を、国際連合 (UN)が先進国と開発途上国との間のモデル条約をそれぞれ策定することとされ
た。
そのため、租税条約の第1の目的は国際的二重課税の回避であるとされる。国際的二重課税の回
避を行うためには、各国の囲内法が外国税額控除制度又は国外所得免除制度を採用することで実現
されている。そこで、租税条約が国際的二重課税の回避のために採用している規定は、各国国内法
のルールを修正することで二重課税の回避が円滑にすすむようにするものである。
(3 )脱税の防止
租税条約の第2の目的は脱税の防止であるとされる。各国は、自国の租税法を整備することで納
税者による脱税を防止する手段を有している。しかし、国際間の取引を行うことで脱税が行われた
場合、一国だけで対応することに限界がある。そこで、租税条約は脱税を防止するために、締約国
間の税務当局間の協力を行うこととしたのである。
しかし、脱税が発覚すると、多くの国では懲役などの重大な処分が下されることから、最近では
明らかな脱税というよりは、各国の法制度の差異を利用した国際的租税回避を行う納税者が激増し
ている。ここで指摘しておきたいことは、日米租税条約ではその名称以外で脱税という用語は使用
されていないことである。名称では脱税の防止となっているものの、現実の規定に反映されていな
いことは特筆すべきことである。
さて、上で引用した財務省ウェブサイトに、脱税だけでなく租税回避への対応を租税条約の目的
であるとしているのは、租税条約が脱税だけでなく租税回避への一定の対応を行なっているからと
考えるべきだろう。後述するように、日米租税条約においてはいわゆる投資所得の源泉徴収税率を
相当程度減免している。そこで、これらの規定を悪用しようとする納税者が出てくるが、これに対
抗する特典制限条項 (22条)が規定されている。
また、先進国を中心として国際的租税回避に関する事例5)が多数紹介されており、各国税務当局
において国際的租税回避が大きな問題となっており 6)、わが国でも苦慮しているとされる。
4)増井良啓「日本の租税条約」金子宏編著『租税法の基本問題.1(2007年 有斐閣)570-571頁を参照した。
5)今から 4年前の2010年には、米国大手IT企業のグーグルによる「ダッチ・サンドイツチ&ダブル・アイリッ
シュ」を使った事例が紹介されたが、昨年スターパックス英国子会社が設立以来法人税をほとんど支払ってい
ないことが明るみに出たことで英国では大きな問題となった。その後、英国、カナダ及び米国の連邦議会で公
聴会が開催され、米国では、一昨年11月にマイクロソフトとヒューレット・パッカード、昨年5月にはアップ
ルの幹部がそれぞれ公聴会で証言することで日本でも報道された。昨年6月17日、 18日のG8サミットではこ
の問題が議題の一つに加えられた。
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そこで、最初のモデル租税条約が策定された時期には、既に税務当局間で租税情報を交換するた
めの規定である情報交換規定が採用されていた。
最近の国際的租税回避への対応として、先進国は主に各国間における情報交換を用いて資料収集
を行っており、わが国も同様の対応を行なっている。これについては、後述する。
2.わが国の条約締結ポリシーと日米租税条約の役割
わが国経済は、 1950年に開始された朝鮮戦争と1960年代以降の高度経済成長を経て経済大国と
なった。その後、 1970年代にはわが国から大量の自動車が輸出され、自動車の輸出自主規制が行わ
れるなど、日米貿易摩擦という言葉が出た。また、 1980年代にはわが国経済が最高潮に達したこと
で、三菱地所がロックフエラーセンターを、ソニーがコロンピア映画を買収するなど両国の関係は
益々強まった。
その後、 1990年頃にピークを迎えたいわゆるバブル経済の崩壊を経て、わが国は長期デフレによ
る不況期に入るものの、 2004年に日中貿易額が日米貿易額を上回るまで、わが国は米国との経済的
結び付きは非常に大きかった。
現在でも、対外直接投資残高は米国が引き続き第1位7)を占めており、米国との経済的関係はわ
が国に最も重要であるといっても過言ではない。
以上のように、戦後の日本の対外経済活動の中心が米国であったことから、わが国は国際情勢に
留意しつつも、わが国の租税条約締結ポリシーを日米租税条約改正時に確立することをしてきた。
これに対して、米国は自国の租税条約ポリシーを米国モデル条約8)という形式で有しており、こ
れを定期的に改正することで各国との条約改正のベースとしてきた。
日本が日米租税条約の改正時に租税条約締結ポリシーを確立することとされたことは、自国でモ
デル条約9)を持たないこと、米国との経済的関係が重要であること、などの理由によると思われる。
以下、第一次日米租税条約から、昨年1月24日に署名された平成25年改正議定書までの条約につ
いて跡付けすることにより、日米租税条約の概要を見ていくことにしたい。
3. 第一次日米租税条約(1954年署名)
(1)条約締結の経緯
昭和26年春に締結交渉が開始された日米租税条約については、多くの解説10)がなされている。最
6)先進国における国際的租税回避の問題を受けて、 OECD租税委員会は2013年7月19日に「税源侵食と所得移
転(通称:BEPS)Jに関する15の施策を行う行動計画が公表され、 9月6日・ 7日のG20(ロシア・サンクト
ペテルプルグ開催)において承認された。これは最近のホット・トピックではあるが、本稿とは直接関係がな
いので内容の説明を割愛する。
7) 日本銀行「国際収支統計」による。
8)米国財務省が最初の米国モデル租税条約を公表したのは、 1977年である。そして、その後、米国モデル租税
条約は、 1981年、 1996年に改正しており、最新版は2006年1月パージョンである。
9モデル租税条約を持っているのは、米国の他にはオランダがある。ヨーロッパ主要先進国がモデル租税条約を
有しないのは、 OECDが欧州中心で構成され、自国の主張がOECDモデル条約に相当程度反映されるためで
はないかと思料する。
-57一日米租税条約と日本の国際租税法の進展に関する一考察
近、東大の増井良啓教授により当時の状況等が詳細に紹介11)されており、これと重複する部分はあ
るもののここで概説することとしたい。
まず、最初に触れておくべきことは、第一次日米租税条約は、所得税条約と相続税条約が同時に
交渉され、署名されたことである。所得税条約は、租税条約そのものと言っても過言ではなく、現
在までに理論上、実務上大きな進展を遂げてきている。一方、相続税条約は、この時締結されたも
のが現在までヲ|き継がれているだけでなく、わが国は米国以外の国との相続税条約をその後に締結
していないことが特徴的である。なぜ、所得税条約と相続税条約が同時に締結されたかについては、
当時の文献に次のような記述がある。
「いうまでもなく、国際二重課税の問題は、同一の所得、財産又は取引に対して、実質上同種の租
税が二以上の国家によって課される場合に生ずる。就中(なかんずく)、所得税及び相続税に関する
二重課税は最も普遍的であり、かっ、重要である。殊に国際間における人・財貨及び資本の交流の
活発化と他国における各国の所得税の発展と税率の上昇による税負担の加重と相まって、国際二重
課税の問題は漸くその深刻さを加え、二重課税防止のための研究が行われた。(中略)殊に今次大戦
後の進展は著しく、 1950年末までに締結されたものは、所得税及び財産税条約は米英仏を中心に44
(戦前8)、船舶及び航空機の運用所得条約14(戦前12)、相続税及び贈与税条約13(戦前6)に達し
ている。J12) 
この記述は、国際取引の経験の乏しい日本ではあったが、相続税に関する国際的二重課税の重要
性をも十分に認識していたことを意味する。そこで、所得税条約だけでなく、相続税条約も併せて
締結したものと考えられる。
なお、わが国はシャウプ勧告に基づき昭和25年に全面改正された相続税法において、 20条の2に外国
税額控除13)を有しており、国際的二重課税をいわば片務的に調整している。以下に、その規定を示す。
(在外財産に対する相続税額の控除)
相続税法20条の2
相続又は遺贈 (21条の2第4項に規定する贈与を含む。以下この条において同じ。)によりこの
法律の施行地外にある財産を取得した場合において、当該財産についてその地の法令により相続
『税に相当する税が課せられたときは、当該財産を取得した者については、 15条から前条までの規
定により算出した金額からその課せられた税額に相当する金額を控除した金額をもって、その納
付すべき相続税額とする。ただし、その控除すべき金額が、その者についてこれらの規定により
算出した金額に当該財産の価額が当該相続又は遺贈により取得した財産の価額のうち課税価格計
算の基礎に算入された部分のうちに占める割合を乗じて算出した金額を超える場合においては、
その超える部分の金額については、当該控除をしない。
10)当時の資料のうち筆者が写しを取ることができたものは、日米租税条約の概要を解説したものとして、加藤
清「日米租税条約についてJr税法学j(1954年)41号11-23頁(筆者注:加藤氏は主税局調査課職員であった)
と前掲注1・志場『ジユリストj17号17-23，39頁(筆者注:志場氏は主税局税制第一課職員であった)を、日
米租税条約の締結に伴う国際課税権の調整及び国際投資の誘引との関連について論じたものとして、福田幸弘
「租税条約の分析Jr税法学j(1955年)57号1-14頁、の合計三つの文献である。
1)増井良啓「租税条約の発展」金子宏編著 f租税法の発展.1(2010年 有斐閣)139-160頁を参照。
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第二に重要なことは、当時の文献によると、わが国が戦争の惨禍から立ち上がるために米国との
経済上の交流のためのインフラ整備が求められていたことがある。この点について、当時の文献に
は次のような記述がある。
「わが国においても、当面経済上の交流が密接な米国との聞にまず租税条約を締結すべきことが
要望され、殊に昨年(筆者注:1953年)日米通商航海条約が締結されて以来、同条約1条に規定す
る両国間の二重課税回避のための原則的規定に従って租税条約の締結が期待されたわけである。J14) 
この記述から租税条約がインフラの一つであることがわかる。
この点、第一次日米租税条約の締結の結果、 1億7000万円程度の減収が見込まれたものの、外資
導入による経済成長をにらんでいたとの指摘15)がある。
(2 )当時の租税条約の考え方
後に国税庁長官を務めた福田幸弘氏は、昭和30年(1955年)に日米租税条約締結を受け、国際課
税権の調整と国際投資の誘引との関連について国際的な議論に基づく研究成果16)を公表している。
もとよりこれは個人の見解であって、税務当局の公式の見解ではないと思われるが、当時の考え方
を知る貴重な・情報であることから、一部概要を紹介することとしたい。
福田氏は、まず国家が有する課税権について、次のように述べている。
「課税権とは、簡単にいってみれば、国がその国の人からその所得を強制獲得する権限であるが、
その対象とする実質が、経済的な所得であるという事実は、課税権というものが無制限な政治的権
力ではなく、その実質面に潜存する経済原則により、自ずからなる制約(ーその対象とする人及び
所得の双方について)を有するものであることを示唆している。また、国の課税権は、右の知き本
質面よりくる制約の他に、例えば、外資導入とか、後進国開発とかいう一国の経済政策もしくは外
交政策によっても影響をうけ調整されるものであることを注意しなければならない。J1) 
この記述の前段は1923年国際連盟財政委員会報告書から、後段は1948年貿易及び雇用に関する国
際連合加盟国会議報告から、それぞれ抜粋されている。日本は1933年に国際連盟を脱退するまでは、
同財政委員会に代表団を派遣しており、 1928年のマドリッド・モデル租税条約の決議に参加してい
たとされる18)。また、国際連合への加盟は1956年である。
次に、租税条約においては源泉地図課税主義と居住地図課税主義との対立があるものの、源泉地
図に一定の課税を認めない場合、債権国(資本輸出国、単純化すると先進国)が対外投資により生
12)前掲注10・加藤 11頁を参照。
13)相続税法における外国税額控除制度については、昭和25年に全面改正される前の相続税法においても、同様
の制度が設けられていたとされる。小林尚志「相続・贈与に係る国際的二重課税一外国税額控除の在り方を中
心としてーJr税務大学校論叢159号 (2∞8年)751頁を参照。
14)前掲注10・加藤 11頁を参照。
15)前掲注11・増井 146頁によると、第一次日米租税条約に関する日本の狙いとして、外資導入、輸出入促進が
あったが、外国からの技術導入に伴い日本企業が外国企業に対して支払う使用料に対する源泉所得税について、
産業界からの反対論(使用料をゼロにすべきという主張)を押し切ったことが紹介されている。
16)前掲注10・福田。
17)前掲注10・福田 1頁を参照。
18)前掲注1・志場 17頁を参照。
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ずる所得に対して自国の課税権が何ら制約きれないために、債権国に有利に働く。しかし、源泉地
国からは、源泉地国に全く課税が認められないことについては、源泉地国での法律の保護を受けて
いることやそもそも所得の源泉地での課税がないのはおかしい等の反発があった。そこで、これら
を調整する必要があるが、その根拠として、国際課税権相互の調整という観点からは、納税者と国
家との政治的帰属関係よりは、経済的帰属関係に立った解決が妥当であるとされたとある。これに
ついて、福田氏は、「国の課税権は、その対象とする実質、即ち所得の面をみれば、その国家権力は、
内容面よりする制約を当然受くべきものであって、国際課税権の調整にあたっては、むしろ国際私
法的な方法論を類推しうる場面に遭遇することが多いともいえるのである。J19) 
そこで、第一次日米租税条約においては、源泉地図課税主義を原則とし、外国税額控除により国
際的二重課税を回避する構成を採用した。これにより、配当、利子、使用料等につき、日本は一定
の課税権を確保したことになる。
なお、日米租税条約とは直接関係はないが、当時の各国の主張について増井教授は次のように記
載している。
「この当時は、条約上の課税権配分基準自体につき、いくつかの構想間の対立が、まだくすぶって
いた。確かに、日本のポリシーメーカーは、すでに1920年代に船舶所得の源泉地相互免税措置を導
入し、国際交流を実地に経験していた。また、戦間期に国際連盟に要人を派遣していたから、 1950
年代初頭には国際連盟におけるモデル条約作成の議論を参照することもできた。しかし、課税権分
配基準をめぐる諸国の対立は、なお激しいものがあった。英国は、資本輸出国としての立場を背景
に、第二次大戦の末まで、居住地図のみの排他的課税を主張して譲らなかった。逆に、 1950年に共
和国となったインドは、源泉地図のみの排他的課税を主張していた。一定の制限の下で源泉地国が
まず課税を行い、居住地図が外国税額控除や国外所得免除を与える、という課税権分配の方式は、
現在の眼からみるほどには必ずしも自明のものではなかったのである。J20) 
このように、租税条約に対する考え方は必ずしも国際間で統一的に解されていたわけではないが、
わが国は第一次日米租税条約の締結に当たり、当時の国際的議論を踏まえた対応をしたと考えるこ
とができる。
(3 )第一次日米租税条約の概要
① 条約の目的とする租税は、日本にあっては所得税及び法人税であり、米国にあっては連邦所
得税とする。
② 事業所得課税
イ 恒久的施設なければ課税なし
ロ 独立企業原則
ハ 単純購入非課税の原則
③ 船舶・航空機の運用による所得に対する免除
④ 配当
内国法人の支払う配当の源泉地は日本であるとされるが、軽減税率の規定はない。
⑤ 利子・工業所有権等の使用料
19)前掲注10・福田 2頁を参照。
20)前掲注目・増井 141-142頁を参照。
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A国の居住者又は法人がB国内に恒久的施設を有しない場合には、その者がB国内の源泉か
ら取得する利子又は工業所有権等の使用料に対してB国の課する税率は、 15%を超えてはなら
ない。日本の圏内法では20%、米国の国内法では30%の源泉税率であったことから、一定の軽
減が認められることとなった。
⑥ 給与所得・自由職業所得の短期滞在者免税
当時は180日以内又は90日以内の滞在で3.000ドル以下であれば源泉地国免税とされた。この
点、当時は1米ドル=360円なので、 108万円となるのでほとんどの場合で免税になると考えら
れる。当時は、日本から米国への進出は非常に少ないと考えられる一方、米国からわが国への
企業進出が若干見受けられたことから、給与所得等に関して米国に有利な取り決めであるとも
考えられる。
⑦ その他
二重課税の回避(外国税額控除)21)、情報交換、徴収共助、相互協議等の規定が盛り込まれて
いた。
(4 )第一次日米租税条約後の部分改正と国内法の整備22)
その後、まず昭和32年(1957年)に輸出入銀行が受領する利子について、源泉地図免税とされた。
次に、昭和35年 (1960年)には、利子の源泉地図免税の対象に、日本の中央銀行が追加された。こ
れは、金融機関に対して支払う利子について、源泉地国で課税することに不都合があったとされた
ことによる。
また、増井教授によると、第一次日米租税条約の運用経験の蓄積が昭和37年 (1962年) 3月の所
得税法・法人税法の国際課税部分の改正に大きく影響したとされる。この改正により、今日の国内
源泉所得の範囲、非居住者・外国法人への課税方法、外国税額控除のあり方など、国際課税規定の
基礎が確立された。
このうち、外国税額控除については、昭和37年 (1962年)に抜本的な改正が行われたことで、現
行の制度に近づいた。たとえば、従来の国別限度額方式から一括限度額方式への変更、間接税額控
除の導入(平成21年の外国子会社配当益金不算入制度の導入により廃止)、地方税への外国税額控除
の適用などが規定された23)。
なお、外国税額控除を租税条約に規定する意義について、増井教授は次の2つの点をあげる24)。
イ.日本が外国税額控除を採用しているのに対して、相手国が国外所得免除を採用する場合、租
税条約での調整がなされる(日仏条約23条1)。
ロ.外国税額控除の適用要件を囲内法上のそれより緩和する。例えば、外国子会社益金不算入制
21)なお、わが国における外国税額控除は、昭和29年に最初の二国間租税条約として日米租税条約が締結される
ことを奇禍として、昭和28年に米国の連邦所得税法の外国税額控除制度を参考に導入したとされる。これらの
事実からは、日本の外国税額控除制度は、租税条約におけるそれとの関係があるとも考えられるが、外国税額
控除制度の法的性格について、水野忠恒教授はその沿革から、居住地国の一方的措置として認められるものと
解しており、租税条約の規定は一般に確認規定であると理解されている。
22)この部分については、前掲注11・増井 155-156頁を参照した。
23)渡辺淑夫『外国税額控除(三訂版)j(2008年 同文館出版)30頁。
24)増井良啓他『国際租税法(第2版)J(2011年東大出版会)40-41頁。
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度における持株比率について、圏内法上25%とされる(法人税法23条の2)ところ、米国、豪
州、ブラジル及びカザフスタンについては10%、フランスについては15%に引き下げている。
(5 )まとめ
以上のように、第一次日米租税条約は経済発展のために米国の経済力を生かすため税の減免措置
が講じられていたこと、すなわちわが国の経済発展のためのインフラとして整備されたということ
が特徴的である。その規定においては、源泉税の税率を軽減することを定めただけでなく、外国税
額控除の規定を整備することにした。これにより、米国によるわが国進出を制度面でパックアップ
したことになる。
次に、第一次日米租税条約の内容は、当時は未だOECDモデル条約が存在しなかったものの、源
泉地固にも一定程度の課税権を認めるべきであるという国際的議論を一定程度反映したものであっ
た。これにより、わが国は租税条約というインフラにおいて、世界各国との間で条約締結を行うこ
とができる基盤を有することになったのである。
4.第二次日米租税条約 (1971年署名)
(1)改正の経緯
小松芳明教授によると、昭和46年(1971年)に署名された日米租税条約の全面改正には、次のよ
うな経緯があるとされる25)。
「わが国は、昭和38年 (1963年)に(中略)OECDモデル租税条約が公表された後は、可能な限り
このOECDモデル条約の考え方に沿って、新たに租税条約を締結し、また既存の租税条約を改訂す
るという基本方針を採ってきたことのほか、たまたま昭和42年 (1967年)には、米国側において国
際課税面を中心とする大幅な税制改正が行われ(中略)日米経済関係の実情により適合した課税関
係を樹立する必要が認識され、そのためには、従来の日米租税条約を全面的に改正し、規定を整備
する必要があるとされた。」
そして、新条約の改正交渉は昭和43年(1968年)10月に開始され、昭和46年(1971年) 3月8日
に署名、昭和47年(1972年) 7月9日に発効し、翌年の昭和48年 (1973年) 1月1日から適用され
た26)。
なお、第一次日米租税条約時に締結された相続税条約については、第二次租税条約に関する文献
の中には何も記述がなく、改正されなかった。
(2 )第二次日米租税条約の特徴
小松教授によると、第二次日米租税条約の特徴として、次の7点が挙げられるとのことである制。
25)小松芳明編著『逐条解説 日米租税条約.1(1989年税務経理協会) 3頁。
26)財務省ウェブサイトによると、基本的な租税条約交渉の流れ(外務省主管)として、条約交渉開始→基本合
意→署名→国会承認(衆・外務委員会、参・外交防衛委員会で審査)→公文の交換→発効・公布という流れに
なるとされる。なお、署名、国会提出、公文の交換及び、公布に当たっては、外務省の閣議請議により閣議決定
を行うこととされる。
27)前掲註25・小松 4-7頁を参照。
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① 実質的な相互主義をめざし、確立された国際課税の原則を積極的に導入したこと
② 事業所得の課税について総合主義を帰属主義に改めたこと
③合意により、相手国の処分に対応した調整を行うこと
④ 政府又は輸出入銀行の保険又は保証になる延払債権の利子を免税とするなど、投資所得に対
する減免税の範囲を拡大したこと
⑤ 船舶及び航空機による国際運輸業所得の免税範囲を拡大したこと
⑥ 所得の源泉地の判定について更に詳細な規定を置いたこと
⑦ 情報交換等、両国の税務当局間の協力のための規定を整備したこと
上の7つのうち、歴史上重要なのが①である。小松教授によると、「当初の日米租税条約もその後
日本の経済復興が順調に進み、日本からの対米投資も次第に増加するなど、経済交流が順次相互的
になる(中略)新日米租税条約は実質的な相互主義をめざすのはもとより、前述したように、それ
までに確立されてきた国際課税の原則を積極的に取り入れた租税条約の新しいパターンに沿ってい
るということができる。J28)とのことであり、第一次日米租税条約は、いわば途上国としてのわが国
に対して米国資本の導入を促進する規定が盛り込まれていたが、昭和46年になってようやく相互主
義に基づく租税条約を締結することができたのである。この点、わが国の経済成長に伴う租税条約
の改正という意味で、歴史的に意義があるところである。
次に、実質的な意味で重要なのは、上でいう②であり、事業所得課税について帰属主義を採用し
たことである。これは、昭和38年 (1963年)にOECDモデル租税条約草案が公表され、これに帰属
主義が採用されたことから、わが国はこのモデル条約に沿った形で帰属主義に基づき新規条約締結
また改正を行うこととしていた。
なお、執筆日現在、国内税法上は総合主義を採用しているものの、日本が締結したすべての租税
条約において事業所得課税について帰属主義を採用している。租税条約は圏内法に優先することか
ら、多くの固との間で事実上帰属主義が採用されていることになる。しかし、一部の国との問では
引き続き租税条約を締結していないことから、圏内法が適用されるという状況が続いている29)。
(3 )第二次日米租税条約後の国内法の整備
昭和46年の税制改正において、外国税額控除について一括限度額方式の徹底が図られた30)が、第
二次日米租税条約が直接的に影響を及ぼしたものであるか否かについては判明しなかった。このよ
うに、日米租税条約の改正がわが国国内税法の改正につながるという意味で、大きな影響を引き続
き及ぼしていたことがわかる。
(4 )第二次日米租税条約後の展開
昭和46年(1971年)以降、第三次日米租税条約締結まで、改正議定書は締結されておらず、第二
次日米租税条約は30年あまりそのままの形で適用されてきた。
28)前掲注25・小松 4-5頁。
29) 2013年12月12日与党から『平成26年度税制改正大綱』が公表された。それによると非居住者・外国法人に対
する課税原則を従来の総会主義から OECDモデル条約に沿った帰属主義に見直すとしている。
30)前掲注23・渡辺 32頁。
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(5 )まとめ
第二次日米租税条約は、事業所得条項に帰属主義の考え方を採用することで国際的議論との整合
性を確保した。帰属主義は総合主義に比して、源泉地国の税収が減少するのが一般的なので、わが
国としては経済発展を背景とした投資及び経済交流の活発化を念頭に規定が整備したのであろう。
この他、源泉課税に関する詳細な規定を置くことで、経済活動に対する予測可能性の確保を行い、
囲内法に比して税率の緩和をした。
ただ、平成25年改正議定書で述べる、情報交換等、両国の税務当局聞の協力のための規定につい
ては、 1963年OECDモデル条約草案に則って整備をしたものの、当時はさほどの重要性を意識して
いたとは思えない。しかし、その後両国間で積極的に行われた租税情報の交換、そして1980年代以
降の移転価格税制をめぐる相互協議の増加など、重要な改正も含まれていたことになる。
逆に言えば、日米間の経済活動に関する規定が十分に整備されていたために、 30年間も改正する
必要がなかったとも言えるのではないか。
5.第三次日米租税条約 (2003年署名)
(1)改正の経緯
第三次日米租税条約の改定交渉31)については、平成13年 (2001年)10月以降、 4回にわたる公式交
渉に加え、その合聞に行われた数え切れない非公式交渉など両国間で精力的な交渉が行われ、平成
15年 (2003年)11月7日にワシントンにおいて署名が行われた。
また、条約改正担当者の解説によると、改正の背景として2点挙げられるとされる。まず、約30
年前に第二次日米租税条約が発効してから、日米聞の直接投資は17倍、証券投資に至っては約100倍
に増加するなど、両国を取り巻く経済環境が劇的に変化したことがある。そこで、内外の要望にも
応え、経済上の大きな変化に対応することができるとされたO
二つ目に経済活性化策がある。当時はすでにわが国は長期経済停滞期にあり、租税政策により経
済を活性化することが行われていた。たとえば、平成15年度税制改正において、国際競争力の強化、
構造改革の推進の観点から、研究開発税制、設備投資税制が集中的かつ重点的に講じられ、その効果
が期待されていた。一方、第三次日米租税条約には、クロス・ボーダー取引を租税面から後押しし、
対内・対外投資を政策的にも促進することで、最終的に経済の活性化を図る狙いがあるとされた32)。
なお、第三次日米租税条約改正においても、相続税条約に関する改正は見られなかった。
(2)第三次日米租税条約の主な内容33)
今回の新条約は、現行条約の内容を全面的に改め、 OECD条約モデルを基本としつつも、日本と米
国の緊密な経済関係を反映して、積極的に投資交流の促進を図るため、投資所得に対する源泉地国課
税を大幅に軽減するとともに、条約濫用による租税回避の防止規定を設けるなど、現行条約やこれまで
31)浅川雅嗣編著『コンメンタール改訂 日米租税条約.1(2005年 大蔵財務協会) 1頁を参照。
32)向上、 1-2頁を参照。
33)以下の財務省ウェブサイトから引用した。 http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary /in terna tion-
al/press]elease/sy 151107.htm. (2013年7月17日アクセス)。
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の我が国の租税条約例にない新しい規定が盛り込まれている。新条約の主な内容は次のとおりである。
① 配当
配当に対する限度税率の引下げ(一般の配当15%コ10%、親子間配当10%コ5%) 
ロ|一定の親子間配当(持株割合50%超の子会社からの配当)については源泉地図免税
②利子
原則、 10%源泉地課税ではあるが、一定の主体(政府、中央銀行、一定の金融機関等)が受
け取る利子所得については源泉地図免税とする。
③ 使用料
使用料については、源泉地国免税とする。
④ 特典制限条項
投資所得に対する源泉地国課税が大幅に軽減したことに伴い、条約特典の濫用のおそれが増
大すると考えられることから、これを防止するため、条約上の特典を事受できる者を一定の要
件を満たす適格な居住者等に限定している。
⑤ その他
イ 両国間で課税上の取扱いが異なる事業体への対応
ロ 移転価格課税の処分の期間制限(課税年度終了時から7年以内に調査開始に制限)
ノ、 支庖利子税(日本の金融機関等の在米支庖に係る支庖利子税を免税)
ー 情報交換のための調査権限の創設
ホ 圏内法の実質的な改正等に伴う問題解決のための協議
J¥ 保険に係る米国の連邦消費税の取扱い(日本の保険会社に係る連邦消費税を免税)
ト 匿名組合に対する課税の取扱い(日本の源泉地国課税を確保)
。投資所得に対する源泉課税の変更状況
第二次条約
』、
第二次条約
v 
免税
親子間配当 (持株割合50%超)
持株10%以上 10% 配当 5% 
(持株割合10%以上50%以下)
その他 15% 10% 
利子 10% 10% (金融機関受領は免税)
使用料 10% 免税
(3 )第三次日米租税条約後の国内法の整備
平成15年 (2003年)11月に第三次日米租税条約の署名が行われたことを受けて、平成15年12月19
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日に公表された『平成16年税制改正の大綱(財務省)j 34)においては、日米租税条約の改正に関連し
て、次の措置を講ずることとした。
① 両国で課税上の取扱いが異なる事業体への条約の適用に関する措置
第三次日米租税条約(以下「第三次条約」という。)において、両国で課税上の取扱いが異な
る事業体に対する条約の適用に関する規定が設けられたことを受けて、そのような事業体に対
する条約の規定に基づくわが国の課税の取扱いを明確化するための措置を講ずる。
② 特典制限条項の適用に関する措置
第三次条約において、条約相手国以外の国の居住者による条約の濫用を防止するため、所定
の要件を満たした条約相手国の居住者に対してのみ条約の特典を付与する規定(特典制限条項)
が設けられたことを受けて、次の措置を講ずる。
イ 特典制限条項のある条約の適用を受けようとする場合には、特典制限条項に関する事項等
を記載した条約届出書にこれらに関する書類等を添付して、税務署長に提出するものとする。
ロ 特典制限条項のある条約に定められた適格性に関する権限ある当局の認定を受けようとす
る場合には、認定に係る要件に関する事項等を記載した申請書にその要件に関する書類等を
添付して、国税庁長官に提出するものとする。
ハ その他条約の適用手続について、所要の措置を講ずる。
③ その他の所得条項で規定する独立企業間価格超過額の取扱いに関する措置
第三次条約において、その他の所得の金額が独立企業間価格を超えるときにおける限度税率
による課税規定が設けられたことを受けて、このような場合に限度税率により課税を行うため
に必要な規定の整備を行う。
④ 第三次条約適用開始後における第二次条約適用に関する経過措置
第三次条約において、第三次条約が適用される租税に関し、 1年間に限り、第二次条約の選
択適用を認める規定が設けられたことを受けて、第三次条約の適用開始後においてもなお第二
次条約の適用を受けるために必要な規定の整備を行う。
⑤ 移転価格税制に係る独立企業間価格の算定方法の整備
第三次条約において、両国間で、移転価格課税事案について OECD移転価格ガイドラインに
従ってその問題解決を図ることとされたことに併せて、移転価格税制に係る独立企業間価格の
算定方法に、 OECD移転価格ガイドラインにおいて認められている取引単位営業利益法
(TNMM)を追加する。
(4)第三次日米租税条約後の囲内法への影響
①特典条項による源泉税免税の確認作業の必要性
平成15年 (2003年)11月に署名された第三次日米租税条約は、使用料免税とした他、配当・
利子においても一部免税されることとされた。しかし、 (3)②で示したように、租税条約の濫
用を計画する納税者に対抗するため、日米条約上初めて特典条項を定めることにより、真に日
米条約の思典を受ける者のみに免税を適用することとした。このことは、条約の文言では直接
触れられてはいないものの、本条約による投資所得の減免に関して濫用を計画する者に対抗す
34)平成15年12月19日付であり、次のURLで閲覧することができる。 http://www.mof.go.jp/tax-l)olicy/tax_
reforml outline/fy20041 zeiOOl.pdfを参照 (2013年6月1日アクセス)。
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る措置という意味で、租税回避防止規定と考えることができる。
この特典条項の適用のため、租税条約実施特例規則を改正することで「特典条項に関する付
表17(米)Jという様式を新たに設け、実務上これを「租税条約に関する届出書」に添付しなけ
ればならないこととされた。
特典条項に関する手続については、当初は不安視する向きもあったようであるが、これまでの
ところ大きな混乱もなく実施されているようである。しかし、米国法人との間で取引を行う内
国法人の側で、当該米国法人が真に第三次日米租税条約の恩典を受ける者であるかを確認でき
ない場合もあり、そのために国内法上の源泉税率を用いなければならないという事例がいくつ
か見受けられた。これについては、当該米国法人が真に租税条約の思典を受ける者ではない場
合と考えれば、 22条が有効に機能していると評価してもいいと考える。
② 移転価格税制における取引単位営業利益法の採用と OECDガイドラインの道守
移転価格税制上、新たに取引単位営業利益法 (TNMM)が採用されたが、これ以降、この算
定方法を用いて独立企業間価格を算定する場合が多くなったとされる。 TNMMは、平成7年
(1995年)の OECD移転価格ガイドラインで採用された算定方法であるので、日本への導入は
9年ほど遅れたことになるが、第三次日米租税条約の締結を機に税制改正が行われた。このほ
か、日米間においても、 OECD移転価格ガイドラインに基づく執行を行うことが確認された。
③ 日米租税条約の改正に合わせて、わが国は、租税条約の情報交換規定に対応する国内法を平
成15年 (2003年)になってようやく整備した。それ以前は、情報交換に関する囲内法上の根拠
規定がなく、相手国から要請を受けた場合、法令に基づく調査権限なく入手できる情報を提供
するという租税条約の規定のみで運用してきた。その背景には、「自国の課税利益 (domestic
tax interest) Jがある場合のみに情報交換を行うといういわば消極的な考え方があった。
しかし、 21世紀に入ると、タックスヘイブンを利用した国際的租税回避の利用が大きな問題
になり、 OECDにおいて情報交換の重要性が認識され、モデル租税条約の規定および同コメン
タリーが改正された。この他、 OECDはタックスヘイブンとの租税情報交換協定のモデル条約
を、加盟国だけでなく当のタックスヘイプン国(地域)政府をも交えて策定し、加盟国をはじ
めとする各国に締結することを奨励している。
わが国は、まずは第三次日米租税条約で情報交換を規定する26条を改正することでこれに対
応した35)。ここでは、国内法の整備に直接つながったと思われる OECDモデル租税条約26条4
項を掲げておきたい。
26条
4 各締約国は、 1に規定する情報の交換を実効あるものとするため、当該締約国が自らの課税
のために必要とするか否かを問わず、当該締約国の権限のある当局に対し、当該情報の交換のた
めに情報を入手する十分な権限を当該締約国の法令上付与することを確保するために必要な措置
(立法、規則の制定及び行政上の措置を含む。)を講ずる。
35)第三次日米租税条約における情報交換規定に関しては、藤本治彦「国際課税共助J水野忠恒編著『国際課税
の理論と課題(二訂版)J (2∞5年税務経理協会)345頁以下に詳細な解説がある。
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(5 )まとめ
第三次日米租税条約の改正交渉が始まった平成13年 (2001年)は21世紀に入札口の革命的な成
長や新興国の経済成長など、新たな時代に入っていた。そこで、財務省は租税条約を専門に担当す
る企画官ポストを新設し、米国との交渉に専念させただけでなく、その後の諸外国との新規締結や
改正を積極的に行うことになった。事実、 2003年までに締結した租税条約は45であったが、 2013年
10月末日現在60の租税条約(適用される国・地域は78)を有している。このことは、国際間におけ
る企業や個人が関与する取引がますます多様化し、その規模も拡大していることを示している。
第三次日米租税条約は、過去の条約と同様、国際的な議論をベースとしていたものの、 OECDモ
デル条約にはない特典制限条項を規定するなど、日米関係の結びつきの強さと経済発展に資するも
のとなっている。この点、源泉税の減免を行うための前提として租税回避の防止を直接的に意識し
ていることは租税条約の実践的役割として強調しておきたい。
6.平成25年改正議定書 (2013年署名)
(1)改正の経緯
財務省の発表資料によると、平成23年6月8日、第三次日米租税条約の改正交渉が正式に開始さ
れたとのことである。今回の改正は、第三次日米租税条約の(全面改正ではなく)一部改正を目的
としていたことが、当初より明らかにされていたことに特徴がある。
平成24年6月15日には、日米両当局間で基本合意に達したことが公表された。当時の安住財務大
臣は、「秋頃には署名の運びになるのではないか。」と記者会見で話をしていたが、署名されたのは
平成25年1月24日となった。
(2 )平成25年改正議定書の背景
① 情報交換の充実
第三次日米租税条約が署名された時期 (2000年代前半)は、タックスヘイブンを利用した国
際的租税回避が顕在化した時期であり、 OECDにおいてタックスヘイブンとの租税情報交換協
定 (TIEA)のひな型が完成した時期でもあった。日本などの先進国は、国際的にタックスヘイ
ブンに対してどのように圧力をかけてその持っている租税情報を提供させることができるか、
ということに関心が集まっていた時期でもあった。そして、平成20年 (2008年) 9月のリーマ
ン・ショックを受けて、タックスヘイブンへの資金移動に対する監視を強化することが合意さ
れ、先進国はタックスヘイブンとの間で租税情報交換協定を締結することとされたため、日本
はまず初めにパミューダとの間で租税情報交換協定を締結した(平成22年8月)。その後、パハ
マ、ケイマン諸島、マン島、リヒテンシュタイン、マカオ等との間でも租税情報交換協定を締
結した。この他、シンガポール、ベルギー、ルクセンブルグ等との情報交換規定をアップデー
トした他、スイスとの租税条約において'情報交換規定を採用した。
一方、 OECDモデル租税条約26条(及び同コメンタリー)が平成17年 (2005年)に大きく変
更された。わが国はこれを受けて、圏内法において情報交換の実施を円滑に行うよう制度化し
たのは、上述した通りである。わが国は、その後平成22年度税制改正及び23年度税制改正にお
いても、情報交換関係条項の整備を行った。
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その後の国際的租税回避の増大を受けて、 OECDは二国間条約だけでなく、自動的情報交換
の広範囲での実施、徴収共助等を目的とする多国間条約である税務行政執行共助条約の署名を
呼び掛けている。平成25年11月5日現在、 60カ国が同条約に署名し囲内での議会承認手続に進
んでいる36)。日本はすでに国会の承認手続が終了し10月1日に発効している。同条約が発効す
れば、わが国との間で二国間租税条約の締結されていない国(又は地域)との情報交換が可能
となる。
この他、日米間では米国の外国税務コンブライアンス法 (FATCA)につき、平成24年6月に
fFATCA実施の円滑化と国際的な税務コンブライアンスの向上のための政府間協力の枠組み
に関する米国及び日本による共同声明」を、また、平成25年6月に「国際的な税務コンブライ
アンスの向上及びFATCA実施の円滑化のための米国財務省と日本当局の間の相互協力及び
理解に関する声明」が公表され、米国国内法である FATCA実施について協力することとされ
ている。さらに、平成24年7月には「アメリカ合衆国と日本国の権限のある当局間の同時査察
調査実施取決め」が両国間で締結されている。
② 徴収共助の実効的取決めの整備
租税条約上の徴収共助については、すでに第一次日米租税条約に規定が盛り込まれていたが、
第三次日米租税条約の適用範囲は狭く、条約の特典が濫用される場合に限って努力義務を課す
るのみであった問。しかし、上述した税務行政執行共助条約の規定に基づいて、平成24年度税
制改正において囲内法が整備38)された。
③ 事業所得に関する総合主義から帰属主義への移行
非居住者及び外国法人の事業所得に関する課税については、わが国は昭和37年以来総合主義
を採用39)してきたが、昭和46年第二次日米租税条約の締結を機に租税条約上は帰属主義を採用
してきた。現在までに発効している60の租税条約が発効はすべて帰属主義を採用している。
36)税務行政執行共助条約に関しては、 OECDの以下の URLを参照されたい。 http://www.oecd. 
org/ ctp/ exchange-of-tax -information/ con ven tiononm u tualadministrativeassistancein taxma tters.h tm (2013年
11月6日アクセス)。
37)増井・前掲注24 42頁を参照。
38)圏内法の整備状況については、拙著『平成24年版図解国際税務.1(2012年 大蔵財務協会)379頁以下を参照。
39)平成24年7月の税制調査会の資料の中に、昭和36年税制調査会資料が掲載されていたので、備忘録も兼ねて
ここに記載しておく。
「事業を有する非居住者等に対する課税については、我が国の圏内法やアメリカ、イギリスの囲内法のたてま
えのように、事業所得のほか圏内源泉から生ずる他の全所得を総合し通常税率を適用して課税すべしとする考
え方と、カナダ、西ドイツの国内法のたてまえのように、源泉徴収を受ける投資所得は、恒久的施設に婦属し
ないかぎり総合課税しないものとする考え方がある。国内源泉から生ずる全所得を総合して課税ずる考え方
は、事業を有する非居住者等については、圏内の源泉から生ずる全所得につき居住者等と同一に取り扱う趣旨
であり、一方、恒久的施設に帰属しない投資所得の総合合算を要求しない考え方は、事業を有する非居住者等
は、囲内における事業活動に関連する所得に限って居住者と同様に取り扱う趣旨である。J(昭和36年12月 税
制調査会答申別冊 審議の内容及び経過の説明)。なお、この資料は、以下のURLで閲覧することができる。
http://www.cao.go.jp/zei-cho/ gij iroku/ zeicho120 121一icsFiles/afieldfile/2012111/13/24zen7kai10.pdf (2013 
年7月18日アクセス)。
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OECDモデル租税条約は、昭和38年 (1963年)以来、帰属主義を採用しており、平成22年 (2010
年)の改正において、帰属主義に基づき OECD承認アプローチ (AOA)により独立企業原則を適用
することを明確にした。一方、近年の税制改正要望において、金融庁等より総合主義から帰属主義
への移行を望む声が大きくなり、平成25年度税制改正大綱(平成25年1月24日 自民党・公明党)
の「検討事項 目」として次のように記載されていた。
11 非居住者及び外国法人に対する課税原則については、 OECDモデル租税条約の改定等を踏ま
え、様々な産業における実態や影響等を考慮しつつ、いわゆる「総合主義」に基づく従来の圏内
法上の規定を、 OECD承認アプローチ (AuthorisedOECDApproach)に沿った「帰属主義Jに基
づく規定に見直すとともに、これに応じた適切な課税を確保するために必要な法整備に向け、具
体的な検討を行う。
一方、平成25年改正議定書ではこの点の改正が見送られた。これは、 i(帰属主義に移行すると)
所得源泉ルール(ソースルール)改正も含めた大変革にならざるをえない(そのための時間もコス
トも無視しがたい)であろう」 ω)ことから、日本側の準備が間に合わなかったこと、日米租税条約上
はすでに帰属主義が採用されていることから実務上あまり問題がなかったこと、によるものと考え
られる。しかし、後述するように、租税条約の内容の確認にとどまる事項においては、租税条約本
文または議定書による改正ではなく、執行当局による合意文書の形態により経済社会の進展に沿っ
た運用を行うことも考えられる。
(3 )平成25年改正議定書の概要41)
① 源泉地図免税の拡大
第三次日米条約 I
配当 免税要件:持株割合50%超保有期間12か月超
利子 原則:10% 金融機関受領利子は免税
②相互協議手続における仲裁制度の導入42)
h 
平成25年改正議定書
v 
免税要件:持株割合50%以上
保有期間6か月超
原則:免税
条約の規定に適合しない課税に関する相互協議手続に関して、両国の税務当局間の協議によ
り2年以内に事案が解決されない場合には、納税者からの要請に基づき、第三者から構成され
40)浅妻章如「全所得主義(総合主義)から帰属所得主義(帰属主義)への移行を巡る背景Jr税大ジ、ャー ナル』
20号 (2013年)63頁を参照。
41)この記述は、財務省ウェブサイト『アメリカ合衆国との租税条約を改正する議定書のポイントJhttp://www. 
mof.go.j p/ tax_policy / summary /in ternational/ press_release/250125us_pt.h tm. よりヨl用した。 (2013年7月
18日アクセス)。
42)矢内一好教授は平成25年改正議定書の仲裁条項等に関して、「税の執行に関する事項であり、納税義務者とい
うよりも課税当局にとって重要な改正が行われている。」と述べている。 ["2013年1月24日署名日米租税条約の
改正Jr税務弘報J61巻4号121頁 (2013年)。
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る仲裁委員会の決定により事案を解決することが新たに規定された。
③ 徴収共助の拡充
相手国の租税債権の徴収を相互に支援する制度(徴収共助)は、現行条約では条約濫用の場
合に対象範囲が限定されているが、改正後は滞納租税債権一般について適用されるように対象
範囲が拡大されている。わが国の租税については、所得税、法人税、復興特別所得税、復興特
別法人税、消費税、相続税、贈与税が対象となる。
④役員報酬の「役員」の明確化
平成25年改正議定書により、日米租税条約15条は次のように改正された。
日米租税条約新15条
一方の締約国の居住者が他方の締約国の居住者である法人の取締役会の構成員の資格で取得す
る報酬その他これに類する支払金に対しては、当該他方の締約国において租税を課することがで
きる。
また、これについて、交換公文3は次のように規定している。
条約15条の規定に関し、一方の締約国の居住者が法人の取締役会の構成員として役務を提供し
ない場合には、当該居住者の役職又は地位にかかわらず、同条の規定は、当該居住者が取得する
報酬について適用しないことが了解される。さらに、法人の取締役会の構成員が当該法人におけ
る他の職務(例えば、通常の被用者、相談役又はコンサルタントとしての職務)を兼ねる場合に
は、同条の規定は、当該他の職務を理由として当該構成員に支払われる報酬について適用しない
ことが了解される。
今回の改正により、「役員」という用語について、「法人の取締役会の構成員」により統一するこ
ととすることで、日米両国間における解釈の差異をなくすことができることになった。また、いわ
ゆる社外取締役には本条項を適用しないことも明らかにされた。
(4 )平成25年改正議定書後の囲内税法の改正と OECD承認アプローチ
さて、平成25年改正議定書に基づく囲内税法の改正はなかった。これは、過去の日米租税条約改
正時にレベルの違いはあったもののその時の国際的な議論又は両国の採用する政策等により、税制
改正が行われていたこととの比較では珍しいことであるといえる。それまで日米租税条約自体が日
本のモデル条約の役割を果たしてきたことからして、今回は特殊であったというべきかもしれない。
すなわち、平成25年改正議定書においては、日米租税条約7条(事業所得条項)に OECD承認ア
プローチ(いわゆる IAOAJ)を採用することにより、 OECDモデル条約が2010年に改正した規定
と整合性を持たせることができるはずで、あった。しかし、平成25年改正議定書において7条を改正
しなかった。
ただし、米国は2012年6月、米加租税条約の事業所得条項に OECD承認アプローチを適用するこ
とをカナダ43)との間で、また、 2013年6月にはベルギーとの間でも同様の合意をしている判。これ
らについて、米国は米国内国歳入庁 (IRS)の大中規模局国際担当副局長(米国の権限のある当局)
である MichaelDanilack氏が署名しているが、その法的根拠はともに租税条約の相互協議条項であ
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り、たとえば米国とベルギーとの合意文書45)によれば、米国・ベルギー租税条約24条3項に基づい
ているとされた。
この合意文書は、米国・ベルギー租税条約7条(事業所得条項)の解釈において、 OECDモデル
条約が規定する l'恒久的施設への課税に関する報告書」必)に記載されている原則を適用する、した
がって、米国・ベルギー租税条約7条1項の解釈においてはOECD承認アプローチを適用する、と
いう内容になっている。
このように、日米間における OECD承認アプローチ (AOA)の採用については、日米租税条約の
規定を OECDモデル条約と同一にすることなく、現行の7条の規定のままとし、両国の国税当局に
おける合意文書により行うことができることが明らかになった。具体的には、まずわが国国内法(所
得税法161条および法人税法138条)を総合主義から帰属主義に改正した後に、わが国国税庁と米国
内国歳入庁の相互協議に係る権限のある当局聞における合意文書という形態で実施することができ
ると考えられる。わが国においては、租税条約上の相互協議に係る権限のある当局は、事実上国税
庁審議官(国際担当)が務めており、同審議官が日本政府を代表する形で署名することで日米間の
合意文書が出来上がることになる。
(5 )情報交換に関する取決めとしてのFATCA
第三次日米租税条約が発効した2004年当時と2014年とを比較すると、近年国際的租税回避に係る
事例が飛躍的に増大していることが特徴的である。このことは、 2008年秋のリーマン・ショックを
機に先進国共通の認識となった。そこで、 2009年4月にロンドンで開催された G20首脳会議を契機
として、租税条約締結国の居住者に関する租税情報を別の国の当局が有する時、その租税情報を居
住者の国税当局に提供すること(情報交換)に焦点が当たることになった。これは、租税条約に基
づく情報交換であり、筆者の知る限り日本でも25年以上の歴史を有する。情報交換を行うことは、
国際的な協力体制の構築であり、その強化である。しかし、国内法の改正を行うことにより、類似
の目的を果たすことが出来る場合がある。
米国は2010年、米国外に口座を有する米国納税者(居住者および米国市民)をタ}ゲットとする
外国口座税務コンブライアンス法 (FATCA)を可決した。 FACTAとは、 2013年1月以降、外国金
融機関に対して、米国納税者がその金融機関に有する口座情報を米国内国歳入庁 (IRS)に報告する
ことを求めるものである。また、その報告がない場合その利子所得等に米国より30%の源泉税が課
43)本合意については、以下のURLを参照されたい。 http://www.irs.gov/irb/2012-34_IRB/ar13.htm1(2013年
8月28日アクセス)。
44)これについては、以下のURLを参照されたい。 http://www.irs.gov/irb/2013-36_IRB/ar13.h出1(2013年9
月4日アクセス)。
45)向上。
46)この報告書とは、次の2つの報告書をいう。
イ.I恒久的施設に帰属する利得に関する報告書2008年版J(2008年7月18日公表。以下のURLを参照)0http: 
/ /www.oecd.org/ctp/transfer-pricing/oecdre1easesthe2008reportontheattributionofprofitstopermanentestab1 
ishments. htm (2013年9月4日アクセス)。
ロ.I恒久的施設に帰属する利得に関する報告書2010年版J(2010年7月22日公表。以下のURLを参照)http: 
/ /www . oecd. org/ ctp/transfer-pricing/ 45689524. pdf (2013年9月4日アクセス)。
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される。米国は、米国納税者の有する金融情報の入手のために FATCAを導入したが、これは外国
金融機関には大きな負担を強いるものであり、わが国金融機関にも大きな影響を与えている。
FATCAに関して、わが国当局(金融庁、財務省、国税庁)は米国財務省との間で、平成24年 (2012
年) 6月に、 iFATCA実施の円滑化と国際的な税務コンブライアンスの向上のための政府間協力
の枠組みに関する米国及び日本による共同声明」を公表し、 FATCA実施の円滑化と国際的な税務
コンブライアンスの向上のための政府間協力の枠組みを定めた。また、平成25年6月には、同じく
「国際的な税務コンブライアンスの向上及びFATCA実施の円滑化のための米国財務省と日本当局
の聞の相互協力及び理解に関する声明jを公表した。これは、財務省の発表によると、「米国の
FATCA実施に関して、日米当局が行う協力、及び、日本国内の金融機関が実施すべき手続きの内
容等を明確化するものです。これにより、米国のFATCA実施に関する、日本国内の金融機関の負
担軽減が図られることとなります。J47)とのことであり、米国の FATCAに対してわが国として全
面的に協力することを意味する。
ちなみに、執筆日現在、米国はFATCAに関するモデル文書を有しており、日本と同様の取決め
を英国、デンマーク、メキシコ、アイルランド、スイス、ノルウェー、スペイン及びドイツとの間
で有している48)。
以上のように、居住地国課税を強力に推し進める米国は、米国納税者が外国に有する租税情報を
入手すべく独自の方策を実行している。これは、日米租税条約の規定に基づくものではないが、上
述した「声明」が日米租税条約の情報交換規定をその根拠としていることから無関係とは言えない。
わが国においても、近年、情報交換に関する囲内法令の整備を行っただけでなく、平成24年度税
制改正において新たに国外財産調書制度を採用した。これは、わが国の課税権の確保のために必要
な施策を制度化したものと理解できるが、納税者の自発的提出を担保するために加算税の加減、罰
則規定の導入などの施策を講じている。
FATCAおよび国際財産調書制度は、日米租税条約を補完するための国内法の改正ということが
でき、この点租税条約に基づく情報交換の限界を示しているとも考えられる。
(6)まとめ
上述したように、平成25年改正議定書は第三次日米租税条約締結後以降の国際経済状況を反映し
た内容となっているだけでなく、配当および利子に関する源泉税のさらなる減免を行うことにより
租税条約の経済活動に対する中立性を確保しようとしている。
まず、このように源泉税率を減免するのは OECDモデル条約に則ったものではなく、米国など対
先進国との条約で採用された手段である。源泉税の減免に関する特典制限条項が実務上問題なく適
用されていることもあり、日米間では源泉税が課される範囲が益々減少することとなった。いわゆ
る投資所得について源泉税をできる限り減免することにより、経済活動を側面からサポートすると
47)この資料については、以下の URLを参照されたい。 http://www.mof.go.jp/taxJ)olicy/ summary /interna-
tional/250611fatca.htm (2013年8月28日アクセス)。
48)米国の FATCAに関する国際的取り決めのモデル文書及び外国との合意状況については、以下のURLを参
照されたい。 http://www.treasury.gov/resource-center/tax-policy /treaties/Pages/F A TCA.aspx (2013年9
月9日アクセス)。なお、平成25年9月10日付の日経新聞には、スイス下院が米国との取決めを批准したと報じ
ている。
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いう政策を実行していると見るべきである。このように、源泉税のさらなる減免は、先進国同士の
租税条約のうちさらに特定の相手国との聞においてのみ実施できる政策である。
一方、仲裁条項については既に1989年米独租税条約において規定がなされていたが、 2010年に改
正された OECDモデル条約でも採用されたことで、いわばグローパルスタンダードになった。こ
の点、徴収共助条項についても類似のことがいえる。また、情報交換条項についても OECDモデル
条約が2005年以降に改正してきたことを踏まえて改正されている。この点から、 OECDモデル条約
の改正に適合するような改正が行われてきたことという側面をも有している。
これに対して事業所得条項 (7条)について、規定そのものは維持しつつも執行当局間の合意文
書により事実上の条約改正効果を生じさせていること、また、租税条約に基づく情報交換だけでな
く、圏内法の改正により自国納税者の国外情報を入手する施策など、租税条約の改正以外の方法で
の対処が可能になったことも特筆すべき事項である。
7.租税条約と課税方針との相克
(1)租税条約締結ポリシーの節目としての役割と源泉税の減免
本稿では、昭和29年 (1954年)に署名された第一次日米租税条約以降、平成25年改正議定書まで
の概要を跡付けしつつ、これらに関連した国内法の改正について述べてきた。
平成25年改正議定書については、これが一部改正にとどまることもあり、必ずしも国内法改正に
大きな影響を有してはいないと考えた。最近の国際税務をめぐる国際情勢がめまぐるしく展開され
ており、日米租税条約だけではこれに適切な対応ができなくなってきたことを意味する。
従来言われてきた、「日本の租税条約締結ポリシ}の歴史的変遷において節目となってきたのは、
その時々の対米条約である。Jは、少なくとも平成25年改正議定書においては、達成されたとは言え
ないと考えるべきであろう。平成25年改正議定書は、配当と利子に対する源泉税率をさらに引き下
げた。これにより、日米間では配当、利子、使用料といった投資所得に対する源泉税率がさらに軽
減されただけでなく、相当程度免税されることになった。日米聞における直接投資額は引き続き多
いことから、配当、利子、使用料といった投資所得の源泉徴収税率を引き下げる意義は極めて高い。
このように、日米間のような先進国聞においては、資本交流の円滑化の観点、から、居住地国課税を
志向することは有益であろう。実際には、「特典条項に関する付表17Jの記載に若干の時間を要する
ものの、源泉所得税の納税や居住地国における外国税額控除の煩雑な手続、また赤字(法人)の場
合にはそもそも外国税額控除ができないことなどを考慮すれば、納税者の側からの評価は高くなる
だろう。
しかし、こういった源泉税の減免は相手国との関係、そしてその相手国の囲内事情により大きく
変化する。すでに最近の新規租税条約締結及び改正状況を見ると、 OECDモデル条約を下回る源泉
税率の採用について、一部の先進国を除き同意を得ることは容易なことではないことがわかる。こ
の点、わが国が日米租税条約を羅針盤とはできないことが明らかである。
(2 )居住地国課税への軸足の移動
国際的租税回避事例が増加していることから、近年の税務当局にとっての最大の関心事が国際的
租税回避への対応(課税権の確保)であるが、そのための方策として税務当局が情報交換に代表さ
れる国際間の協力関係に軸足を移していることがある。また、 FATCAや国外財産調書制度のよう
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な国内法による対応もますます重要性が増している。これらの背景には、居住地国における課税の
実現がある。
英米を中心とする先進国は、資本輸出国であるという理由から、源泉地図課税をなるべく避ける
ことで自国の税収確保を狙ってきた。これに対して、多くの所得に源泉徴収を行う日本は、経済発
展に伴い資本輸出国となったことから、英米等と同様の政策を採用しているように思える。しかし、
特典条項について、実務先行で行われてきたが、国内での十分な検討は行われていない。
これに対して、米国は1977年に最初に米国モデル条約を策定して以降、 1996年、 2006年に改訂す
ることで、米国の国益を実現する租税条約モデルを有している。第三次日米租税条約で採用された
特典条項は、 1996年米国モデル条約で採用された規定であった。
一方、 OECDモデル租税条約も数年おきに改正され、進化している。例えば、 2∞o年、 2003年、
2005年、 2008年、 2010年と頻繁に改正され、現在本年7月頃の改正を目指して議論が行われている。
第三次日米租税条約の署名から約10年が経過したが、その問、 OECDモデル条約にも多くの改正が
あった。
このような国際情勢の変化の中、平成25年改正議定書は、日本の「新たな」租税条約締結ポリシー
を提示できなかったと考える。確かに、経済大国同士の租税条約であることから、配当、利子、使
用料に対する源泉徴収税率は確実に減免されてきた。
しかし、 FATCAおよび国外財産調書制度に代表される国内法の改正は、租税条約だけでは対処
できないことを間接的に示している。また、 FATCAという米国圏内法へ協力を行うという意味で
は、他の国では同様の制度がないことから、同様の協力を行うわけではないことから国際標準とは
言い難い。この点で、 OECDのような国際機関での議論の限界も見ることができる。
要するに、平成25年改正議定書は、わが国の租税条約締結ポリシーを確立することなく、 OECD
モデル条約の中から日米双方が採用できるものを部分的に取り入れ、あとはお互いの国内情勢によ
り改正したものと理解できる。
そうなると、モデル条約を持たず、かといってOECDモデル条約をベースとできないわが国は今
後どのような方針を持つのであろうか。
(3 )各国の明確な国益の主張
上述したように、インドは伝統的に源泉地図課税を強力に主張しており、中国やブラジルなども
独自の課税権を強力に主張している。かつてのように先進国の影響力が徐々に減少している現在、
新興国を中心に自国の国益を主張する国は非常に多い。
このほか、情報交換に応じることとなったスイスにつき、日本とスイス両当局は平成24年5月15
日、「情報交換規定の解釈に関する書簡Jを交換した。これには、「租税に関する情報の交換を可能
な限り広範に行うこととする一方で、特定の納税者に関連する可能性に乏しい情報まで自由に要請
することはできないこと」等の文言が挿入されており、情報交換に消極的なスイスの意向が反映さ
れたものと理解できる。自国の国益をどこに置いて租税条約を締結するか、というポリシーを持つ
ことはますます重要になると思われる。
また、平成22年 (2010年)に日本を抜いて世界第2位の経済大国となった中国は、昭和59年 (1984
年)に締結した日中租税条約の改正を行おうとはしない。当時、日本は先進国の仲間入りをして久
しかったが中国は途上国であり、日中租税条約には中国側に有利な規定が多い。改正を先延ばしに
することは、中国の国益に資するものであり日中租税条約の改正交渉がなかなか始まらないことが
-75一日米租税条約と日本の国際租税法の進展に関する一考察
tある。
この点、わが国は租税条約締結をどのようなポリシーで、行っているのか、また、国際取引に関し
て日本の国益に直結する施策が何なのか、について明示的な方針がないようにも思える。
(4 )源泉地図課税への回帰
税務当局の立場から言えば、強力な国内法がない場合には源泉地図課税を行うことで税収を確保
したい、と考えることはごく自然なことである。英米等が主張している居住地図課税については、
居住者(内国法人を含む)に関する資料情報が十分に揃うことが必要条件となる。
しかし、最近のインターネット等の通信技術の進展は、納税者の居住地国を簡単に移動させるこ
とを可能にした。また、法人に関して言えば、タックスヘイブンに子会社や孫会社(ペーパーカン
パニー)を設立し、電子商取引などを行うサーバーを置き、主要国の消費者からアクセスさせて一
定の取引を行うことで利益を得たり、無形資産の所有者とすることで一定の利益を得たりすること
が可能となる。この点タックスヘイブンに関するポリシーの構築も重要性が高くなってきた。
浅妻教授は、 iOECDは金持ち先進国クラブであるため、伝統的に OECDモデルは源泉地国課税
を抑制し、資本輸入国の立場に立つことの多い途上国に課税させないようにしようとしてきた、そ
して資本輸出国の立場に立つことの多い先進国の居住課税管轄を優先させようとしてきた、と考え
られている。しかし、新しい世紀になった頃から、こうした傾向について後悔があるように見受け
られ、中には源泉地図の逆襲と評す者もいる。J49)と述べている。
しかし、日米租税条約および米国国内法の改正を見る限り、米国においては居住地国課税を実施
するための施策を着実に実行しているように感じられる。この点からすれば、米国は独自のポリ
シーを確立しているとも言える。
これに対して、わが国が租税条約を通じて国益を確保するためのポリシーは米国と同じとは限ら
ない。確かに、外国への投資額が巨額である場合、日米租税条約のように投資所得を限りなく免税
にすることで企業の経済活動を側面から支援することができる。しかし、源泉徴収を多く行うわが
国の制度が居住地国課税を志向しているとも考えにくい。
8. まとめ
本稿は、第一次日米租税条約から平成25年改正議定書までを跡付け、それが国内法に与えた影響
を概観し、近年は囲内法の充実が図られてきていることを見てきた。日米両国が国内法を充実する
ことで、独自の施策をそれぞれが行っているが、このことは租税条約が課税強化の点で機能してい
ないことを示すことになった。
一方、わが国は、租税条約締結ポリシーがわかりにくいだけでなく、圏内法に関しても米国等の
主要国およびOECDの議論を見ながら、いわばパッチワーク的な改正を繰り返して今日に至って
いる。国外財産調書制度の導入に関して言えば、これが日本独自の施策ではなく、諸外国の制度に
追随しているに過ぎないことは、財務省立法担当者の説明50)からも明らかである。
49)浅妻・前掲注40 64頁を参照。
50)平成24年『改正税法のすべてj616頁。なお、財務省の以下のウェブサイトにも同様の記述がある。 http:
/ /www.mof.go担/tax-policy / taxJeform/ outline/fy20 121 explanation/ pdfl p613_631.pdf (2013年9月5日アク
セス)。
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そのような中、十分な課税権のない場合であっても、国税庁は独自の理論構成により難解な事件
について課税してきた。この中には有名な武富士事件、航空機・船舶リース事件、ガイダント事件、
アドビ事件、ガーンジー島事件などがある。これらは、いずれも富裕層・大企業が日本の高率課税
を免れようとする一部の優秀な専門家の知恵により、その目的を達成したものである。現在も、米
国デラウェア州LPSを利用した不動産所得の損益通算を否認した事件が最高裁判所に係属中であ
る。このような課税庁の態度は、租税法律主義を突き詰めていけば決して好ましいことではない。
経済のグローバル化の進展が著しい中、国際的二重課税を回避するために租税条約を締結するこ
とは政府の責務である。一方、各国における制度の差異を利用した国際的租税回避に対抗すること
も、租税条約の目的というべきことは上述したとおりである。
一方、国際的租税回避の事例が増加していることは、二国間条約の限界を示しているということ
もできることから、情報交換および徴収共助を主目的とする税務行政執行共助条約のような多国間
条約を推進することは一歩前進とも言える。
しかし、関税と貿易の分野である世界貿易機関 (WTO)の世界レベルでの議論の破綻により、近
年、二国間・地域間での FTA、EPAなどが締結されている (TPPもこれに含まれる)。欧州連合
(EU)は早くから付加価値税ではブロック化に成功し、法人税についても最近ょうやく成案を得て
チャレンジしている。法人税の分野においては、現実には十分に機能してはいないものの、将来の
国際的租税回避による税収減少の程度によっては妥協せざるを得なくなるかもしれない。
平成25年改正議定書により、わが国は日米租税条約という羅針盤のない航海に漕ぎ出したという
ことができょう。 OECDモデル条約はあるものの、これだけで国益が確保されるか、また企業の自
由な経済活動が確保できるか、については懐疑的にならざるを得ない。今後は、多国間条約の多様
化を考慮するとともに、更なる国内法の整備が必要になるかもしれない。いずれにしても、社会経
済情勢の変化、国際的租税回避の増加などの状況下、わが国税制が適正なものとなるよう不断の検
討を行うことが必要である。
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